
令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01831 市民サービスセンター運営事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 006 しんらい（信頼される行政経営によるまちづくり） 担当課長 竹下  里美
施策名 001 市民の視点に立った行政サービスの提供 グループ 市民サービスセンター

予
算
科
目

基本事業名 001 効率的で適応力に富んだ行政運営と市民サービスの提供 内線番号 46-1337
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成19年度期間
項 03 戸籍住民基本台帳費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 01 戸籍住民基本台帳費  根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　本庁及び総合支所の閉庁時間（１７時～１９時、年末年始を除く土日・祝日）にも窓口を開放することにより、証明書の発行や税金等の納付を
可能とし、市民の利便性の向上を図る。

【証明書発行業務】　戸籍（全部・個人）事項証明、住民票写し、印鑑登録・証明、所得（課税・所得課税）証明、市県民税・軽自動車納税証明
【税金等の収納業務】　市県民税、軽自動車税、固定資産・都市計画税、国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料、保育所負担金、
市営住宅使用料、幼稚園料、福祉施設入居者負担金、下水道受益者負担金、交通災害共済掛金、市奨学資金
【パスポート発給業務】　申請（月～金ただし、祝日・振替休日・年末年始は除く）午前10時～午後4時30分
　　　　　　　　　　　　　　　交付毎日（年末年始を除く）午前10時～午後7時
【申請書受付業務】　国民年金免除申請（一般・学生）、ひとり親家庭医療費助成申請

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

証明書発行業務 件ア 22,952 23,000 23,270 24,000 24,500
税金等の納付件数 件イ 2,674 3,500 2,989 3,500 3,500
パスポート申請受付件数 件ウ 2,144 2,100 2,115 2,200 2,200

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 市民 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
業務時間外においても証明書の発行や税金
等の納付ができる。

平日１７時以降及び閉庁日に利用した市民人ア 12,580 12,000 12,818 13,000 13,000
パスポートを申請して受領できるパスポート申請・受領に利用した市民人イ 4,245 4,200 4,301 4,300 4,300

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　行政評価を活用し、確実に事務事業を振り返り、問題点・課題を洗い出し、必要とされる見直しや改善を行う、成果重視型の行政運営を推進し
ます。
　また、業務最適化の観点から、業務の必要性の検討や民間活力の導入等を行うとともに、必要とされる組織機構や職員配置の見直しを行います
。
　さらに、行政手続きの簡素化などによる利便性の向上や受付業務における接遇向上に努め、市民から信頼される窓口サービスを提供します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　マイナンバーカードの普及のための周知活動に努めるとともに、霧島

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0市民カード（印鑑登録証）を紛失する人が多いので、重要性の周知徹底
や自動交付機の活用推進に努める。 県 支 出 金 千円 0 0 0 363 0　また、職員の親切・丁寧な接客を心掛け、より良い窓口を目指して行
く。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 31,898 37,488 31,148 35,464 27,207
一 般 財 源 千円 2,478 3,374 6,597 4,298 5,163

事業費 千円 34,376 40,862 37,745 40,125 32,370

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・住民基本台帳法等に基づく各種証明書の発行件数及び手数料  マイナンバーカード普及のための普及活動に努めるとともに、霧島市
　　　　 　　　　　　（件　数）　　　　　　（手　数　料） 民カード(印鑑登録証)の紛失防止の為のカードの重要性の周知や自動交
　　　戸籍　　　　　　2,367    　　　　　1,045,350円 付機の利便性を周知し、活用推進に努めた。
　　　住民票 　　　  10,610　　　　　　　2,120,200円  親切・丁寧な接客を心掛けた窓口サービスを提供できた。
　　　印鑑外　 　　　 6,499　　　　　  　1,380,200円
・税証明の発行件数及び手数料、税金等の収納件数及び収納額
　　　税証明　 　　　 3,794　　　　　  　  487,000円
　　　税等収納件数　  2,989　　　　　   49,941,062円
・一般旅券申請・交付件数及び収入印紙・証紙販売額
　　　申請　2,115件　　交付　2,186件　　　販売額　30,273,500円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01831 市民サービスセンター運営事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
  市民サービスセンターの事業目的は、年末年始を除く毎日運営、ま

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
た夕方も１９:００まで窓口開放という他の窓口にない利便性がある
ため、継続して取り組む事が適当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
  業務の正確さ迅速さを遂行すると共に、待ち時間の短縮にも取り組んでいく。
  明るく、親切、丁寧で気持ちのいい接客のために職員間の情報共有にも努める。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

 利用者は、年々増加しているが、広報等を利用し、市民サービスセンターの周知をすることにより、更なる
利用者の増を目指していく。また、親切、丁寧、信頼される明るい窓口サービスを提供する事の継続を目指す
。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01831 市民サービスセンター運営事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0              3,097              3,145
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                666                678
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金              3,025                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                 69                 51
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費             33,697             34,836             27,497

消 耗 品 費             33,697             34,836             27,497
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                945                946                946
通 信 運 搬 費                945                946                946
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                 26                  7                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                 52                 53                 53
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                451                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            37,745             40,125             32,370計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                363                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他             31,148             35,464             27,207

一 般 財 源              6,597              4,298              5,163
計             37,745             40,125             32,370

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      40,862
その他 雑入補正予算       31,148      -3,076

補正第８号            0      -3,076
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      37,786

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       31,148
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01833 真孝西児童公園維持管理事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 隼人人権啓発センター

予
算
科
目

基本事業名 001 人権教育・啓発の推進 内線番号 42－0558
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和45年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 07 人権擁護推進費  根拠法令・条例等 霧島市隼人人権啓発センターの設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　真孝西児童公園の維持管理を行う。
　具体的には、遊具等の維持管理修繕、公衆便所の浄化槽維持管理、年間３～４回の草払いなどを通して適切な管理を行い、幼児から高齢者まで
、地域住民のふれあいと健康の増進、交流の機会の場として供している。
　指定管理者制度の導入も検討されたが、元々、同和対策事業により土地購入・整備された公園であり、地域住民の憩いの場・ふれあいの場とし
て広く活用されていることから、人権啓発センターで管理・運営している。
　今後も同地域の様々な行事や、啓発センターの臨時駐車場として活用する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

面積 ㎡ア 2,327 2,327 2,327 2,327 2,327
遊具数 台イ 7 7 7 7 7

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

地域住民 地域住民の人口 人ア 413 414 420 420 420
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

住民交流の場として活用する 利用回数（申請数） 回ア 2 4 4 4 4
住民交流の場として活用する 利用者数（申請があったもの） 人イ 50 100 66 100 100

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民が、自らの問題として人権問題に関心を持ち、より多くの市民が人権問題への理解を深めることができるよう、市民や事業者、教育機関な
どと連携して、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の高揚を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　地域住民のふれあいと健康の増進、交流の場として利用されるよう、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0引き続き適切な管理に努める。
　利用者に対して利用時のマナー向上ついて啓発を行う。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,212 272 310 292 292

事業費 千円 1,212 272 310 292 292

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

実績については下記のとおり。 　老人会グラウンドゴルフ大会練習、十五夜で利用されたほか、日常的
に運動や散歩等、子どもたちの遊びの場として利用された。

<利用者等> 　野球やソフトボール、サッカーなどの利用については、他の利用者や
利用回数（申請数）4回 周辺住民の迷惑にならないように立て看板やセンターだより等を活用し
・・・老人会グラウンドゴルフ大会練習(3回)、十五夜 てマナー啓発に努めた。
利用人数（申請があったもの）　66人 　経年劣化による公園遊具修繕（コンビネーション遊具の梯子移動・乗
<管理委託> 馬シーソーの割ピン取替・滑り台の隙間修理・手摺取替）を行い、遊具
浄化槽保守　1回 使用時の安全性を確保した。
草刈  3回（シルバー人材センター1回）
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01833 真孝西児童公園維持管理事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

□ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

■ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
近隣には他に遊具を備えた公園はなく、地域住民及び地域内外の住民

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
交流の場、健康増進の場として市が継続して管理・運営していくこと
が適当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
地域住民のふれあいと健康の増進、交流の場として公園が利用されるよう適切な管理に努める。
公園利用者に対して利用時のマナー向上について啓発を行う。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

地域住民のふれあいと健康の増進、交流の場として公園が利用されるよう適切な管理に努める。
公園利用者に対して利用時のマナー向上について啓発を行う。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01833 真孝西児童公園維持管理事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                187                 90                 90

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                 38                 40                 40
修 繕 料                149                 50                 50
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  9                  9                  9
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  8                  8                  8
保 険 料                  1                  1                  1

１３ 委 託 料                114                193                193
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               310                292                292計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                310                292                292
計                310                292                292

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         272
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         101
予算合計            0         373

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01834 人権啓発センター各種教室事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 隼人人権啓発センター

予
算
科
目

基本事業名 001 人権教育・啓発の推進 内線番号 42-0558
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和54年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 07 人権擁護推進費  根拠法令・条例等 霧島市隼人人権啓発センターの設置及び管理に関する条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市人権教育・啓発基本計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　人権啓発のため住民交流の拠点となる地域に密着したコミュニティーセンターとして、国民的課題としての人権・同和問題に対する理解を深め
るために、市民を対象とした各種一般教室、人権学習会や小中学生の学習相談会、解放学習会等の活動及び教養・文化活動等を行い、地域内外の
住民の交流を図る。
【一般教室の申込方法等】●周知方法：市報に掲載　●申込期間：毎年4月上旬までにセンターに申し込む
●受講期間：5月から翌年3月までの11か月間　●対象：人権啓発センター主催の人権学習会に参加できる市民
●教室名：絵手紙・折り紙・着物着付け・元気体操・津軽三味線・パソコン・パッチワーク・舞踊・フラワーアレンジメント・ヨガ

【各種学習会】・学習相談会（小学校・中学校・高校）・解放学習会（小学校・中学校）・人権学習会（教室受講者・一般）

【教養・文化活動】・いきいきサロン・硬筆教室・識字
平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

教室の延べ開催回数 回ア 399 700 323 700 700
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

教室を通して住民交流を図る 人権啓発センターが行う各種教室の�延べ参
加人数 人ア 2,609 4,500 2,576 3,000 3,000

住民交流を図りながら人権問題について学
習する。 人権学習会の開催回数 回イ 5 5 4 5 5

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民が、自らの問題として人権問題に関心を持ち、より多くの市民が人権問題への理解を深めることができるよう、市民や事業者、教育機関な
どと連携して、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の高揚を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　受講生に対し、受講条件である人権学習会への参加を更に徹底する。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0　学習相談会、解放学習会については、児童生徒がより参加しやすい日
程や時間等を検討する。 県 支 出 金 千円 2,257 2,257 1,554 2,175 2,257

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 503 753 519 725 643

事業費 千円 2,760 3,010 2,073 2,900 2,900

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

(1)【一般教室】（①延べ回数200回・②延べ参加者数2,576人） 　一般教室受講者に対し、受講条件である人権学習会への参加呼びかけ
※受講者数155人 を行った。
・絵手紙　8人・折り紙　6人・着物着付け　23人・元気体操　21人・津 　人権学習会については、性的少数者の人権（ＬＧＢＴＱ）、島差別の
軽三味線　10人・パソコン　34人・パッチワーク　10人・舞踊　8人・ 問題（奄美の歴史に学ぶ）、同和問題を取り上げ、広く人権・同和問題
フラワーアレンジメント　7人・ヨガ　28人 に対する理解を深めることができた。

(2)【各種学習会】（①延べ回数・②延べ参加者数）
・学習相談会（①69回・②230人）・解放学習会（①26回・②140人）
・人権学習会（ ①3回・②262人※部落解放研究集会除く）
※部落解放第15回研究集会（①1回・②366人）

(3)【教養・文化活動】（①延べ回数・②延べ参加者数）
・いきいき（※高齢者）サロン（①2回・②54人）
・硬筆教室（①22回・②74人）
　(1)＋(2)＋(3)＝（①323回・②3,702人）
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01834 人権啓発センター各種教室事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
人権・同和問題の解決は、国民的課題であり市の責務である。市民に

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
対し、各種教室受講を通して地域内外の住民交流を促進し、あわせて
人権学習会等への参加を通して、様々な人権問題について学ぶ機会を

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 提供することは、市民の人権・同和問題に対する理解を深めることに
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 なるため、市が継続して取り組むことが適当である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、４月から９月まで一般教室を中止にしたことにより、例年より地域
内外の住民の交流の機会や、人権について学習する機会が少なくなる見込である。いかにして市民の安全を確
保しつつ、地域内外の住民の交流の機会や人権について学習する機会を確保し、事業を遂行していくかが課題
である。（２）令和 2年度の改革改善の内容
また、一般教室受講生に対し、教室の受講条件である人権学習会をＰＲし、参加呼びかけを強化するとともに　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
、人権学習会の内容をさらに充実させていくことも課題である。

各種一般教室等の地域交流事業や人権学習会等の各種学習会の内容を充実させ、同和問題をはじめとするあら
ゆる人権問題について市民、利用者が学ぶ機会をより多く創出するとともに、幅広く参加を呼びかけ、市民の
人権・同和問題に対する理解を深める。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01834 人権啓発センター各種教室事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費              2,073              2,900              2,900
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,073              2,900              2,900計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              1,554              2,175              2,257
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                519                725                643
計              2,073              2,900              2,900

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       3,010
県支出金 隣保館運営費補正予算        1,554           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       3,010

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        1,554
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01835 人権啓発センター管理運営事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 隼人人権啓発センター

予
算
科
目

基本事業名 001 人権教育・啓発の推進 内線番号 42－0558
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和54年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 07 人権擁護推進費  根拠法令・条例等 霧島市隼人人権啓発センターの設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民活動の拠点となる開かれたコミュニティセンターとして、同和問題をはじめ様々な人権問題の
解決に向けた啓発活動、生活上の各種相談事業や人権課題の解決に資する各種事業を総合的に行う。
<事業内容>
・社会調査及び研究事業：地域住民の生活の実態を調査し、その生活の改善向上を図るために必要な研究、啓発及び広報活動を行う。
・相談事業：地域住民の生活上の相談に応じ、適切な指導助言を行い、必要があるときの関係行政機関及び社会福祉施設等に対する連絡及び紹介
を行う。
・地域福祉事業：社会福祉等の事業に関する連絡調整を行う。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

各種相談件数（生活・健康・教育・人権・職業） 件ア 471 550 113 150 150
人権学習会の開催回数 回イ 6 5 4 5 5

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
同和、人権問題等への意識高揚、住民交流
等を促進する。 人権啓発センター利用者数 人ア 5,561 7,000 5,770 7,000 7,000

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民が、自らの問題として人権問題に関心を持ち、より多くの市民が人権問題への理解を深めることができるよう、市民や事業者、教育機関な
どと連携して、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の高揚を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　人権・同和問題等の解決に向けた啓発活動、人権学習会等の充実を図

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0る。
　利用者に対し、利用マナー向上に向けた啓発を強化する。 県 支 出 金 千円 3,121 3,194 3,082 3,688 3,194　平成２８年１２月１６日の「部落差別の解消の推進に関する法律」施
行に伴う国、県の動向を注視しつつ、必要な対策を検討する。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,001 1,284 1,247 1,449 1,943

事業費 千円 4,122 4,478 4,329 5,137 5,137

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【人権啓発センター利用回数・利用者数】 　相談事業や人権学習会、地域交流事業等をとおして、人権問題の解決
に向けた学習会の実施。また、高齢者の見守り活動を実施し、地域住民

①相談事業（生活・健康・教育・人権・職業）95回　76人 が安心して暮らせる生活環境の向上に取り組むことができた。
②地域巡回相談（安心見守り）　2回　 37人
　　　相談事業（①＋②）合計 97回　113人
③子ども会活動　2回　58人
④学習会　97回　386人
⑤各種教室　222回　2,650人
⑥人権学習会　3回　262人
⑦会議室・和室利用（※他団体への貸館）　173回　1,717人
⑧研修・交流会（※啓発ｾﾝﾀｰの活動に関わる会議・行事）16回　313人
⑨その他来館者　271人

合計　610回　5,770人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01835 人権啓発センター管理運営事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
人権・同和問題の解決は国民的課題であり、市の責務である。運営費

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
について隣保館運営等事業費から３/４の国・県補助を受けている隼
人人権啓発センターが中心となり、人権・同和問題の解決に向けて効

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 果的な事業を継続して取り組むことが適当である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
人権・同和問題の解決に向けた啓発活動、人権学習会等の充実を図るとともに、施設利用者に対し、新型コロ
ナウイルス感染拡大防止の取組をお願いするなど、社会状況の変化に対応した利用マナー向上のための啓発を
行う。
平成２８年１２月１６日の「部落差別の解消の推進に関する法律」施行に伴う国、県の動向を注視しつつ、必（２）令和 2年度の改革改善の内容
要な施策を検討する。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

人権・同和問題の解決に向けた啓発活動、人権学習会等の充実を図る。
利用者に対し、利用マナー向上に向けた啓発を強化する。
平成２８年１２月１６日の「部落差別の解消の推進に関する法律」施行に伴う国、県の動向を注視しつつ、必
要な施策を検討する。（３）令和 3年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01835 人権啓発センター管理運営事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬              1,610              2,992              2,992
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                627                627
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金              1,298                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                208                286                286
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                770                880                880

消 耗 品 費                166                196                196
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  4                  7                  7
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                597                607                607
修 繕 料                  3                 70                 70
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                109                118                118
通 信 運 搬 費                 97                106                106
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  8                  8                  8
保 険 料                  4                  4                  4

１３ 委 託 料                109                110                110
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                 12                 13                 13
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                105                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                108                111                111
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             4,329              5,137              5,137計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              3,082              3,688              3,194
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,247              1,449              1,943
計              4,329              5,137              5,137

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       4,478
県支出金 隣保館運営費補正予算        3,082           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         -48
予算合計            0       4,430

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        3,082
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01837 人権啓発推進まちづくり事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 人権・男女共同参画グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 人権教育・啓発の推進 内線番号 内線1741
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 07 人権擁護推進費  根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市人権教育・啓発基本計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
（目的）霧島市人権啓発推進まちづくり会議を設置し、人権問題を全市民的課題としてとらえ、市民1人ひとりが心をひとつにして人権問題及び
あらゆる差別問題に一層の理解を深め、自らの意識を見つめ直し、自らを啓発していく活動を推進する。
（方法）①「霧島市人権教育・啓発基本計画」に基づき、８月に市民を対象に「高齢者の人権問題」を重点項目とする霧島市じんけんフェスタを
開催する。②市内小学校５校（青葉小、木原小、牧園小、万膳小、小浜小）で花を育てることで児童に人権尊重思想に対する理解を体得させるこ
とを目的とした人権の花運動を行う。③令和元年度から３年度までの３年かけて、全職員に性的少数者問題を主なテーマに「人権問題職員研修」
等を行う。④７月の国分夏祭り時、１２月の北朝鮮人権侵害問題啓発週間、２月の初午祭時に北朝鮮当局による人権侵害問題の啓発・広報活動及
び拉致・特定失踪者の救護、被害者家族の支援のための署名・募金活動を行う。⑤３月に人権啓発活動についての企画、立案及び推進のため、関
係団体の代表者や市民代表からなる霧島市人権啓発推進まちづくり会議を開催する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民課が開催する人権に関わる教育・学習に参加した市民の数 人ア 3,735 4,000 1,860 4,000 4,000
学習会・研修会・講演会開催回数 回イ 17 23 17 23 23

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
自分自身の人権問題として理解を深める 人権に関する理解が深まった参加者の割合（

じんけんフェスタアンケート集計より） ％ア 85.80 97 94.50 97.50 97.50
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民が、自らの問題として人権問題に関心を持ち、より多くの市民が人権問題への理解を深めることができるよう、市民や事業者、教育機関な
どと連携して、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の高揚を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　じんけんフェスタについては、県の地域人権啓発活動活性化事業を活

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0用できない年度である。市単独経費で、「高齢者の人権」について学ぶ
機会を提供する。 県 支 出 金 千円 590 45 42 545 45　また、引き続き人権の花運動、拉致被害者の早期解放に向けた署名活
動等に取り組む。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0　職員研修については、「ハラスメント」をテーマに、（公財）人権教
育啓発推進センターに講師派遣を依頼する。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0

一 般 財 源 千円 401 763 487 407 765
事業費 千円 991 808 529 952 810

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①じんけんフェスタ　元.8.17（霧島市民会館）438人参加 ①霧島市じんけんフェスタのアンケート調査の結果、「講演会は良かっ
　　講師　元萩市教育長　陽　信孝さん た」が約９１％、「人権に関する理解が深まったと思う」が約９５％で
　　講演　「八重子のハミング～老老介護　4000日の軌跡～」 、参加した市民の人権意識の高揚が図られた。
②人権の花運動（市指定校5校）開・閉会式1，102人参加 ②人権の花運動担当者へのアンケートで、「参加した児童は、人権につ
③人権同和問題職員研修（1回２講演）189人参加 いての関心や理解が深まったか？」の問いに対して参加した全５校が「
　 講師　ダイビーノン　代表　飯田　亮瑠氏（１月） 深まった」と回答し、全５校の活動報告書の内容からも、人権の花運動
④北朝鮮による拉致被害者・特定失踪者救護、被害者家族支援の 参加により、児童の人権意識の高揚が図られたことを確認できた。
　ための署名・募金活動の実施（７月・１２月・２月）３回 ③人権同和問題職員研修で、受講した職員に対するアンケートの結果が
　　　　　合計　署名１，７４２名　・募金１１０，７７０円 、「研修は良かった」が約96％、「人権に関する理解が深まったと思う
　北朝鮮人権侵害問題啓発週間の取り組み（１２月）＝パネル展示など 」が約96％で人権意識の高揚が図られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01837 人権啓発推進まちづくり事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
人権問題は多岐に渡り、また社会経済の発展等により新たな問題が発

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
生する状況である。
これまでの課題に丁寧に向き合いつつ、新たな課題の発生には迅速に

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 対応する必要があるが、そのためには市民に対し不断の啓発が必要で
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 あることから、継続して取り組むことが適当である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
新型コロナウイルス感染症の発生により、新たな差別や偏見が生まれており、関係課と連携しつつ、市ＨＰに
も市民向けの注意喚起を掲載するなど、対応を進めている。

これまで問題となっている様々な人権問題についても丁寧に向き合い、啓発を進めていく必要がある。（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

県の人権啓発活動活性化事業の担当年であり、この事業を活用してじんけんフェスタを開催する。
また、引き続き人権の花運動、拉致問題早期解決に向けた署名活動、人権に関する職員研修に取り組む。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 市民環境部事務事業 事務01837 人権啓発推進まちづくり事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 28                190                190
０９ 旅 費                  2                 27                 19
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                354                538                405

消 耗 品 費                333                482                349
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  3                  6                  6
印 刷 製 本 費                 18                 50                 50
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  6                  5
通 信 運 搬 費                  0                  6                  5
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                145                187                187
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  4                  4
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               529                952                810計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                 42                545                 45
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                487                407                765
計                529                952                810

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         808
県支出金 地域人権啓発活動活性化事業補正予算           42           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         -53
予算合計            0         755

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計           42
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01838 人権擁護推進事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 人権・男女共同参画グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 人権教育・啓発の推進 内線番号 内線1741
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 07 人権擁護推進費  根拠法令・条例等 霧島市人権擁護推進事業補助金交付要綱等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
団体（部落解放同盟鹿児島県連合会隼人支部）が行う活動に対する補助金。
＜市の活動＞団体に補助金を交付するための事務を行う。
＜団体の活動＞人権啓発のための各種研究会、学習会、講演会等への参加及び研究集会の開催。
※部落差別から部落民衆を完全に解放することを目的とするとともに、あらゆる人権問題の早期解決を図るために設置された団体。
同和関係者の自主的な住民活動を促進するため、各種学習会等への参加により支部員の意識の醸成や指導者となる人材の養成を図り、自立向上を
支援し、同和問題に対する理解を深める。
【主な活動】
　同和問題を主に各種学習会・研修会参加23回、部落解放第14回霧島市研究集会開催１回、計24事業参加。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助した団体の活動数（研修会等参加事業・研究集会開催事業）事業ア 24 25 20 25 25
補助した団体活動の活動規模（研究集会参加者数) 人イ 362 300 366 300 300
啓発ちらし等配布部数（市議会議員・学校・各種団体・人権擁護委員・市内スーパー等
へ配布及び郵送） 部ウ 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
部落解放同盟鹿児島県連合会隼人支部支部加入者数 人ア 407 400 413 400 400

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
支部員の意識の醸成や指導者となる人材の
養成を支援する

各種学習会・研究集会等参加者数人ア 70 100 88 100 100
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民が、自らの問題として人権問題に関心を持ち、より多くの市民が人権問題への理解を深めることができるよう、市民や事業者、教育機関な
どと連携して、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の高揚を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　適切な手続きを経て補助金を交付した上で、支部員の更なる人権意識

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0醸成やリーダー育成、研究集会が実施されるよう、支部活動へ間接的な
支援を続けていく。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
　なお、事業費が全額一般財源であることから、補助内容の見直しにつ 地 方 債 千円 0 0 0 0 0いて、支部と合意形成を図る。

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,030 1,030 1,030 1,000 1,000

事業費 千円 1,030 1,030 1,030 1,000 1,000

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　同和問題を主に各地で開催される各種学習会・研修会等20の会合に述 　人権啓発のための各種研究会、学習会、講演会等へ支部員が積極的に
べ57人参加、また部落解放第15回霧島市研究集会を下記の内容で開催し 参加することにより、同和問題をはじめとするあらゆる人権問題の早期
362人の参加があった。 解決を図る取り組みが図れた。
□　部落解放第１５回霧島市研究集会 　団体の独自事業である研究集会が開催され、広く市民に人権尊重社会
　　　Ｒ元.1.25（シビックセンター多目的ホール） の実現に向けた教育・学習の推進と啓発が図れた。
　　　366人参加 　アンケート調査の結果、アンケートに回答した92.4％の方が「人権に
　　　講師　川口　泰司さん　（山口県人権啓発センター事務局長） 関する理解が深まった」とした。
　　　演題　「寝た子はネットで起こされる？ 　また、研究集会に参加した中でアンケートに回答した約69.2％の方が
　　　　　　　～「部落差別解消推進法」施行と今後の課題～」 初めての参加で、アンケート結果からは「部落・同和問題に関し自分は

無関心だった」「身近にもいろんな差別があるんだと分かった」など多
くの方が同和問題に対する理解を深めることができ、成果があった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01838 人権擁護推進事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

□ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

■ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
補助金の大半が部落解放研究集会に関する経費に活用されている。人

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
権問題のひとつとして、人権同和問題に毎年取り組めない現状では、
市民に対し繰り返し啓発を行っている団体の活動は貴重である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ レ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
適切な手続きを経て補助金を交付した上で、支部員のリーダー育成が促進され、充実した研究集会が実施され
るよう、間接的に支部活動への支援を続けていく。

なお、事業費が全額一般財源であることから、補助内容の見直しについて、引き続き支部と合意形成を図る。（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

前年度の取組を推し進める。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01838 人権擁護推進事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,030              1,000              1,000
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,030              1,000              1,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,030              1,000              1,000
計              1,030              1,000              1,000

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,030
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,030

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01839 霧島人権擁護委員協議会活動支援事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 人権・男女共同参画グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 人権を侵害するあらゆる行為の根絶 内線番号 内線1741
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 令和24年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 07 人権擁護推進費  根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
霧島人権擁護委員協議会に負担金を支出し、協議会の人権擁護活動を支援している。
　<市の活動>協議会に負担金を支出する。人権擁護委員を推薦し、人権侵害被害者の救済を図るために、協議会の人権擁護に係る啓発・広報・相
談等の活動を支援する。
　<団体の活動>人権擁護に係る啓発・広報・相談等の活動。

＊霧島人権擁護委員協議会とは、人権擁護委員の職務に関し連絡及び調整、資料及び情報の収集、研究及び意見の発表等の円滑な遂行を図ること
を目的とした、鹿児島地方法務局霧島支局管内の人権擁護委員で構成された団体である。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

人権相談件数（霧島支局管内） 件ア 1,055 1,400 1,080 1,200 1,200
特設相談所開設件数（霧島市内分） 回イ 44 44 41 44 44

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

人権侵害を受けた人を救済する人権相談件数（霧島支局管内） 件ア 1,055 1,400 1,080 1,100 1,100
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　DV、虐待、ハラスメント等の人権を侵害するあらゆる行為の根絶に向けた正しい理解を広く浸透させる広報・啓発活動を図ります。
　また、複雑多様化する人権相談に迅速かつ的確に対応できるよう、関係機関との連携や相談体制の充実を図り、被害者が相談しやすい環境づく
りを進め、人権侵害被害者の救済やDV・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

例年通りの業務に取組む。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 881 880 875 877 877

事業費 千円 881 880 875 877 877

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

霧島人権擁護委員協議会の人権擁護に係る啓発・広報・相談活動 　平成31年は、霧島支局管内で常設人権相談、特設人権相談、こども人
・人権擁護委員による自宅・常設相談等 権教室等に取り組んでいる。このような啓発・広報活動を積み重ね、人
　　　　　　　　　　・特設人権相談所の開設（年41回） 権意識高揚につなげている。
・人権擁護に係る啓発・広報活動
　人権の花運動、わくわく人権ルーム、小中学校人権作文依頼・審査
　子どもの人権ＳＯＳミニレター事業、小中学校における人権教室の開
催
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01839 霧島人権擁護委員協議会活動支援事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
人権救済に取り組む人権擁護委員の活動を支援するため、これまで通

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
りの負担金支給が必要である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
天候不順等により特設人権相談が複数回中止となった。
市内全域で実施しているため、広報などについて鹿児島地方法務局霧島支局及び各総合支所、秘書広報課等と
更に連携を図っていく必要がある。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

例年通りの業務に取り組む。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01839 霧島人権擁護委員協議会活動支援事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 57                 62                 62

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                 57                 62                 62
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                818                815                815
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               875                877                877計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                875                877                877
計                875                877                877

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         880
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         880

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01899 暴力の根絶推進事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 人権・男女共同参画グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 人権を侵害するあらゆる行為の根絶 内線番号 1741
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成14年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 12 男女共同参画推進費  根拠法令・条例等 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援に関する計画等

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）をはじめ、様々な人権侵害を受けて苦しんでいる女性の相談を受ける。
・｢相談員養成講座」の開催を通じ、相談に対し的確なアドバイス等を行える相談員を養成する。
【女性のための無料相談開催状況】
　　○霧島市働く女性の家　（毎月第２土曜日　午後実施）　予約制
　　　 面接相談（メンタルケア研究会・コラソンへ委託）
　　○隼人市民サービスセンター（毎月第４火曜日　午後実施）　予約不要
　　　　　面接相談、電話相談（霧島市女性相談員に委嘱）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

相談日開催日数 月ア 24 24 24 24 24
養成講座開催回数 回イ 1 1 1 1 1

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民（成人女性） 人口（成人女性） 人ア 53,202 53,603 53,089 53,281 53,089
相談員養成講座対象者（スキルアップ講座）女
性相談員、民生委員・児童委員、人権擁護委員 講座対象者数 人イ 100 100 91 80 80
相談員 相談員の数 人ウ 8 8 6 7 7

④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

ＤＶ被害等について相談ができる相談件数 件ア 93 100 75 80 80
相談員の資質が向上される 講座受講者数 人イ 100 100 91 80 80
相談員が養成される 新たに相談員が養成された数 人 2 2 1 1 1ウ

（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　DV、虐待、ハラスメント等の人権を侵害するあらゆる行為の根絶に向けた正しい理解を広く浸透させる広報・啓発活動を図ります。
　また、複雑多様化する人権相談に迅速かつ的確に対応できるよう、関係機関との連携や相談体制の充実を図り、被害者が相談しやすい環境づく
りを進め、人権侵害被害者の救済やDV・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　現在の女性相談員の高齢化が進み、体調不良等により休止されている

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0方もいらっしゃるため、他の相談員への負担が大きくなるなどの支障が
生じている。そのため計画的に新たな女性相談員を養成していく必要が 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0ある。相談者が安心して相談ができる、体制の構築が急務である。
　配偶者暴力相談支援センターの設置については、必置は都道府県のみ 地 方 債 千円 0 0 0 0 0で、市町村においては努力義務であるものの、国・県により設置促進が
図られていることや、県内自治体での設置が進んでいることなどから、 そ の 他 千円 0 0 0 0 0本市の相談状況や他市が設置している同センターの利用状況等を把握し
、関係課との調整を進める。 一 般 財 源 千円 813 834 817 875 875

事業費 千円 813 834 817 875 875

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・「女性のための無料相談」を各会場にて開催。 ・悩みを抱えた相談者やＤＶ被害者等が、相談することで、苦しみから
　　　霧島市働く女性の家　（月１回開催　相談件数　６５件） 解放されたり、自分らしく生きるための支援となった。
　　　隼人市民サービスセンター　（月１回開催　相談件数　１０件） ・鹿児島県が委嘱する男女共同参画地域推進員が１名減となり全体で７

名体制となったが、多様な相談に的確に対応できた。
・【出前講座実績】 ・学校教職員や事業所向けの出前講座の実施により、ＤＶ・セクハラに
　講座名：見過ごさないぞ！ＤＶ・虐待講座　７回実施 対する気づきを促す機会となり、地域全体で根絶する意識づくりが図ら
　受講者数　１６３名 れた。
　講座名：ストップ！セクハラ講座　　１回実施
　受講者数　１７名
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01899 暴力の根絶推進事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
・霧島市男女共同参画推進条例第20条に「市は、DVその他の男女共同

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
参画の推進を妨げる行為に関し、市民から相談があった場合は、関係
機関と連携して適切に処理する」旨が記載されているため、本事業は

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 市が実施すべき事業として妥当である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 ・配偶者暴力相談支援センターが設置されたことにより、今後、相談

業務等の見直しも検討する必要がある。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　国分会場については、継続的に来所する相談者が多いため毎月６件前後の相談実績があるが、隼人会場の相
談件数は月平均0.8件である。隼人会場の被相談者の高齢化率も高く今後、見直し等が必要な時期にあると思
われる。また、霧島市配偶者暴力相談支援センターも設置されたとことから、相談業務を移行する等の検討を
する必要がある。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　相談の機会が確保されるよう、医療機関や民間企業等に対し、広報の充実を図っていく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01899 暴力の根絶推進事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                133                153                153
０９ 旅 費                  1                 32                 32
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  1                  1                  1
通 信 運 搬 費                  1                  1                  1
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                682                689                689
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               817                875                875計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                817                875                875
計                817                875                875

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         834
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         834

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01900 男女共同参画広報・啓発事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 人権・男女共同参画グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 あらゆる分野における男女共同参画の推進 内線番号 1741
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成11年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 12 男女共同参画推進費  根拠法令・条例等 男女共同参画社会基本法、霧島市男女共同参画推進条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市男女共同参画計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　男女共同参画の視点から見直されるべき社会制度や慣行への気づきと、その見直しに向けた主体的な行動が市民の中で広まるよう、男女共同参
画の推進に必要な知識の普及を図るため、積極的な広報・啓発活動を展開していく。
【事業の内容】
・市広報誌、ホームページ及びリーフレット等を通じて、男女共同参画に関する広報・啓発活動を実施する。
・男女共同参画啓発事業として自治公民館単位での男女共同参画地区別セミナー、全市民を対象としエンパワメントセミナー、防災講座を開催す
る。
・男女共同参画に関する出前講座を開催する。
・子どもの男女共同参画教室を開催する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市報発行回数 月ア 22 22 22 22 22
講座等参加者数 人イ 549 250 360 250 250

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
男女共同参画の理念を知ってもらう セミナー、講座等に初めて参加した人の割合％ア 36.40 50 24.40 50 50

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　「男性は働き、女性は家事や育児に専念するべき。」といった性別に基づく固定的な役割分担意識や性差に関する偏見を解消し、男女共同参画
に関する認識や理解が進むよう、積極的な広報・啓発活動を展開します。
　特に、女性の活躍推進に向けた社会的な気運の醸成を図るとともに、働き又は働こうとする全ての女性が、個性と能力を十分に発揮できるよう
、県及び関係機関等と連携して、女性の経営への参画及び管理職等への登用促進など女性が働きやすい環境の整備や、結婚、妊娠・出産、育児等
で離職した女性の再就職支援等に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　・Ｍ字カーブの底にある「子育て中の女性」が、自分の生き方・働き

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0方を主体的に選択できるよう、男女共同参画の基本的な考え方、今後の
キャリア形成に関するセミナー「女性のエンパワメント・セミナー」を 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0実施する。（平成28年度より未実施）

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 247 440 239 311 311

事業費 千円 247 440 239 311 311

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・地区別セミナーを７地区自治公民館で開催（3地区　48名） ・県が委嘱している男女共同参画地域推進員との定例会を開催し、情報
・エンパワメントセミナーの開催　9名 交換や研修機会を提供するとともに、「子どもの男女共同参画教室」講
・子どもの男女共同参画教室を市内の放課後児童クラブを対象に実施。 師を担ってもらうなどの取組を実施したことにより、地域の人材の活用
（3箇所　79名) 及び育成ができ、地域における男女共同参画の裾野の拡大や、行政との
・出前講座の開催（8箇所　180名） 連携強化が図られた。
・鹿児島県男女共同参画推進員との意見交換会の開催（6回）
・防災講座＆ワークショップ　44名
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01900 男女共同参画広報・啓発事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　霧島市男女共同参画推進条例第13条において「市は、基本理念に対

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
する市民及び事業者の理解を深めるため、広報・啓発活動その他適切
な措置を講ずる」旨が明記されており、市民が男女共同参画の推進に

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 関する基本理念についての理解を深めることにより、固定的な性別に
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 よる役割分担意識の解消につながるため、継続して取り組むことが妥

当である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　男女共同参画の視点に立った地域づくり活動を推進することを目的に、平成22年度から市内全地区自治公民
館を対象に「霧島市地区別セミナー」を開催している（概ね10年間で89全地区公民館で開催を目標としている
）が、令和元年度末での実施率は59.6％である。
そのため実施期間を1年間延長し、実施率の向上を目指す。（２）令和 2年度の改革改善の内容
　また、「子どもの男女共同参画教室」の参加団体数の増加を目指すために、内容の見直しも検討する。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　「地区別セミナー」や「子どもの男女共同参画教室」の参加団体数の増加を目指すために、広報・啓発事業
を強化する。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01900 男女共同参画広報・啓発事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                117                210                210
０９ 旅 費                113                 83                 83
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  4                 13                 13

消 耗 品 費                  1                  8                  8
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  3                  5                  5
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  5                  5                  5
通 信 運 搬 費                  5                  5                  5
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               239                311                311計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                239                311                311
計                239                311                311

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         440
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         440

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 市民環境部事務事業 01901 男女共同参画計画進行管理事業事務事業名番号 担当課 市民課
政策名 005 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 山下　美保
施策名 002 人権の尊重と男女共同参画の推進 グループ 人権・男女共同参画グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 あらゆる分野における男女共同参画の推進 内線番号 1741
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 12 男女共同参画推進費  根拠法令・条例等 霧島市男女共同参画推進条例第15条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市男女共同参画計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
「霧島市男女共同参画計画（後期計画）」では、男女共同参画計画を推進するため、重点課題毎に数値目標を設置し、同事業の進捗状況等につい
て、次の流れで検証を実施する。「第２次霧島市男女共同参画計画」（平成３０年度から５年間の計画期間）についても同様の流れで進行管理を
行う。
　①事業担当課へ実施状況の確認　　　　　　　　　 　 ②霧島市男女共同参画審議会による評価
　③霧島市男女共同参画推進連絡会議への報告　　④各事業担当課へ評価結果をフィードバック
　⑤男女共同参画に関する年次報告書の公表
　霧島市男女共同参画推進条例第２１条に基づき、霧島市男女共同参画審議会は、基本計画その他の男女共同参画の推進に関する重要事項を調査
審議し、市長に意見を述べることができる附属機関として設置され、男女共同参画の推進に関してどの程度進んだかを検証する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

数値目標に対して評価を行った項目数 項目ア 14 14 14 14 14
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
推進状況を明確に把握でき、各分野におけ
る取組が進む 重点課題の年次毎の達成項目数 項目ア 6 14 6 14 14
進捗状況を明確に把握でき、各分野におけ
る取組が進む

重点課題の年次目標未達であるものの当初よ
り向上している項目数 項目イ 1 8 2 8 8

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　「男性は働き、女性は家事や育児に専念するべき。」といった性別に基づく固定的な役割分担意識や性差に関する偏見を解消し、男女共同参画
に関する認識や理解が進むよう、積極的な広報・啓発活動を展開します。
　特に、女性の活躍推進に向けた社会的な気運の醸成を図るとともに、働き又は働こうとする全ての女性が、個性と能力を十分に発揮できるよう
、県及び関係機関等と連携して、女性の経営への参画及び管理職等への登用促進など女性が働きやすい環境の整備や、結婚、妊娠・出産、育児等
で離職した女性の再就職支援等に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　審議会等における委員の男女の割合の均衡を図る観点から、女性登用

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0率の低い附属機関等を所管している庁内関係部署と、条例における委員
の選任規定及び内規等における委員の選任方法が適切であるかについて 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0協議し、必要な場合は見直しの検討を依頼する。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 119 137 102 136 136

事業費 千円 119 137 102 136 136

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　第2次霧島市男女共同参画計画書において、21項目の数値目標を設定 　男女共同参画計画（第2次）の数値目標等において達成できていない
した。各担当課において、目標の達成状況を把握した。 原因や課題等の分析を行った。男女共同参画審議会や男女共同参画推進
　男女共同参画審議会の開催回数：2回 連絡会議等での意見を踏まえ、目標数値のある指標について、数値の見

直しやできるだけ客観的なデータを設定した。
※21項目中、7項目については3年もしくは5年に1回の調査でデータを徴
するため14項目での取組となる。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 市民環境部事務事業 事務01901 男女共同参画計画進行管理事業
番号 事業名 担当課 市民課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市が男女共同参画の推進に関する施策の実施状況等を検証し、その結

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
果を公表することにより、市民が、霧島市男女共同参画計画の進行管
理を明確に把握でき、計画の重点課題の1つで、数値目標を設定して

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 いる「施策・方針決定過程への女性の参画の促進」にも結び付く重要
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 な事業である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　審議会等における委員の男女の割合の均衡を図る観点から、女性登用率の低い附属機関等を所管している庁
内関係部署と、条例における委員の選任規定及び内規等における委員の選任方法が適切であるか協議し、必要
な場合は見直しの検討を依頼する。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　第2次男女共同参画計画の重点課題ごとの数値目標の達成に向け、各取組の分析を進め、各事業担当課と連
携を図りながら改革改善に努める。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 市民環境部事務事業 事務01901 男女共同参画計画進行管理事業
番号 事業名 担当課 市民課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                 93                124                124
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  6                  9                  9
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  3                  3                  3
通 信 運 搬 費                  3                  3                  3
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               102                136                136計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                102                136                136
計                102                136                136

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         137
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         137

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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